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Ⅱ 分析欄

1. 経営の健全性・効率性について

　地方公営企業法の全部適用から地方独立行政法人への
移行後、初年度の決算となる。
　施設基準の新規取得や地域の医療機関との機能分化に
係る取組等により、④病床利用率は類似病院平均を上
回った指標となっている。一方で、①経常収支比率及び
②医業収支比率は100％未満となっているが、これは安
全・安心な医療を提供するため検体検査の自主運営等に
係る人員増により職員給与費が増加したことによる。ま
た、⑦職員給与費対医業収支比率が高くなったことにつ
いても同要因と考えられる。
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※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線）診療

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院
Ⅰ 地域において担っている役割

1. 経営の健全性・効率性   国指定の地域がん診療連携拠点病院、地域医
療支援病院、救急告知病院、地域周産期母子医
療センター、災害拠点病院などの公的役割を持
ち、地域の中核病院としての機能を担ってい
る。
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経営形態 診療科数 DPC対象病院 特殊診療機能　※１ 指定病院の状況　※２ 許可病床（精神） 許可病床（感染症）

地方独立行政法人 病院事業 一般病院 500床以上 非設置 547

経営比較分析表（平成28年度決算）
大阪府　地方独立行政法人市立東大阪医療センター

法適用区分 業種名・事業名 病院区分 類似区分 管理者の情報 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核）
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　地方独立行政法人への移行時に法人が、公共
性・透明性・自主性を発揮し、市民の健康の維
持及び増進に寄与するため、中期計画を策定
し、平成28年度においては「休診中であった呼
吸器内科外来の再開及び心臓血管外科の外来開
設」、「救急医療、地域医療連携の取組強化に
よる入院患者数、病床利用率の増」及び「材料
を購入する際にベンチマークシステムを活用し
支出を削減」等の取組を実施した。
　平成29年度以降についても、「地域の医療機
関との連携強化や救急医療体制の強化に伴う入
院患者数の増加により収入を確保すること」な
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全体総括

平均値 - - - - 27.4平均値 - - - - 49.2

24.2当該値 - - - - 51.2

平均値 -

当該値 - -当該値 - - - - 16,386- 55,500 - -当該値 -

「収益の効率性①」 「収益の効率性②」 「費用の効率性①」 「費用の効率性②」

2. 老朽化の状況

平均値 - - - - 17,680- 64,765

2. 老朽化の状況について

　地方公営企業法の全部適用から地方独立行政
法人への移行時に有形固定資産は設立団体（東
大阪市）から承継された。
　なお、移行時の有形固定資産については、建
物を時価（償却後再調達原価）で、医療機器を
簿価（償却後残存価額）で、それぞれ承継して
いる。
　また、減価償却費については、移行時から新
たに計上されるため、移行前の減価償却累計額
は承継されていない。そのため、①有形固定資
産減価償却率、②機械備品減価償却率及び③1床
当たり有形固定資産の3指標において、全国平
均、類似病院平均と比較し大きく乖離してい
る。
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いても同要因と考えられる。
　なお、⑧材料費対医業収益比率については、材料費の
ベンチマークシステムを採用したことにより、他病院の
仕入れ状況を把握したうえで価格交渉し材料費の削減を
図ったことから、類似病院平均値を下回っている。
　また、③累積欠損金比率が類似病院平均より低水準と
なっているのは、地方独立行政法人への移行後、初年度
の決算となっており累積欠損金の金額が単年度分の計上
となっているためである。
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※　「類似病院平均値（平均値）」については、病院区分及び類似区分に基づき算出している。

51,669,762平均値 - - - - 64.3平均値 - - - - 51.2

当該値 - - - - 5.6 当該値 - -当該値 - - - - 16.8 院患者数の増加により収入を確保すること」な
ど、策定した中期計画の実現を目指し、健全な
経営に努める。

- - 17,173,519

「施設全体の減価償却の状況」 「機械備品の減価償却の状況」 「建設投資の状況」

平均値 - - - -


